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１．本稿の目的
本稿は、航空業界における日本でいうところのマイレージサービス、





























Malmö 社（以下、M 社）であり、20 の国内路線を有している。
SAS は、1992年の航空自由化以前は競争に直面しておらず、ほぼ独占
状態にあった。1944年に航空産業への参入が認められた SILA 社の親会
社と国営会社 AB Aerotranport は 1948年にその運営を統合し、その後、
1946年に SILA 社により SAS は設立され、その後、デンマークおよびノ
ルウェーにも子会社が設立され、1951年に SILA 社と AB Aerotranport
は正式に提携した。1957年、SAS は子会社として Linjefl yg を設立し、
SASが運行する４路線を除き、地方路線の運航を行わせた。他のリージョ
ナルキャリアは、SAS および Linjefl yg が運行していない他の路線への参
入が可能であった。その中での SAS 社と Linjefl yg の国内シェアは 95％
以上であった。その後、Transwede 社が新規参入し、価格競争が行われ
たものの、互いに重大な損失を発生させ、Tranwede 社は Braathens 社
に買収された。また、S 社は、1992年の航空自由化の際に、二つの航空
会社の合併により誕生し、その後、４社を買収することにより、1997年
にはスウェーデン市場の約10％のシェアを獲得した。同年、SAS と S 社
は広範な提携と結び、同年 S 社は新たに 25 の路線に就航したものの、
それらは SAS および Braathens 社とは競合するものではなかった。1998
年春、S 社は SAS の株式の 25％を取得した。当時、SAS 社の株式の
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50％は国が保有し、また、SAS は S 社の株式の 25％を保有していた。
M 社は、1981年に運行を開始している。航空自由化後、M 社は、ストッ
クホルム市内の Bromma 空港を拠点として２路線の運行を開始した。そ
の後、M 社は Braathens 社により買収され、Braathens 社の子会社と合
併し、また、その後 Braaathens 社は SAS 社に買収されたものの、合併
会社は買収の対象外とされ、M 社は自主独立の運行会社となっている。
2001年秋、Nordic Carrrier 社（以下、N 社）が１路線に参入し、それ
に対抗する形で SAS が価格引き下げを行い、その後、N 社は S 社と競
合する路線に参入したものの、短期間でその運行を停止した。S 社は、
当該路線の運航を継続し、座席数およびフライト数が 40％増加した。ま
た、N 社が SAS と競合する形で参入した路線においては、座席数が
55％、フライト数が 100％増加した。
2002年には、Brooma 空港から発着する新たな２路線に M 社は就航し、
また、同年には SAS と競合する１路線に就航した。同10月、旅行代理店




SAS および M 社は、これに対抗し、SAS は学生を 18歳以下の者と同じ




































いても、SAS は A 空港の 45％の発着枠を付与され、S 社は 15％であり、
総計は 60％である。ピークタイムにおいては、そのシェアはさらに多く
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また、SAS の国内競争者である M 社は 2003年初頭にメンバーシップを
開始したばかりであった。















る形で規定され、2001年からは EU 条約81条及び 82条を直接適用する
160
権限を競争当局は有している。



























































































































































































































るかどうかが問題である。第一の点について、LH と CO は当該協定が
存在しなければ、直行便の運航において、現実的な競争者であり、また、
当該協定が存在しなければ市場から撤退するとも主張していない。第二





































































































































































ある‘There is no such thing as a free lounge ‒a report on frequent fl yer 
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